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三重県警察障害者活躍推進計画

第１ 背景・趣旨

（ 。 。）障害者の雇用の促進等に関する法律 昭和35年法律第123号 以下｢法｣という

第７条の３の規定に基づき、｢三重県警察障害者活躍推進計画｣（以下｢推進計画｣

という ）を定めるものである。。

推進計画に基づき、三重県警察で働く障害者（法第２条第１号に規定する障害

者をいう。以下同じ ）が職業生活において活躍するための職場環境の整備等の。

取組を一層推進していくこととする。

第２ 計画期間

令和７年４月１日から令和12年３月31日までの間

第３ 目標

１ 採用に関する目標

毎年の任免状況通報等により障害者数を正確に把握し、実雇用率を各年度当該

年６月１日時点の法定雇用率以上とすることを目標とする。

２ 定着に関する目標

不本意な離職者を極力生じさせないことを目標とする。

第４ 障害者の活躍推進のための取組

１ 障害者の活躍を推進する体制整備

組織面(１)

ア 障害者雇用推進者

法第78条第１項の規定により選任することとされている障害者雇用推進者

として、警務部長を選任する。障害者雇用推進者は、障害者雇用の促進及び

その雇用の継続を図るために必要な諸条件の整備を図るための業務等を担当

するものとする。

イ 障害者雇用推進体制

別表に掲げる者を構成員とする「三重県警察障害者活躍推進チーム」を設

置し、毎年度、推進計画の取組状況の把握・検証を行い、必要に応じ推進計

画の見直しを行う。



なお、推進計画に基づく各種取組の実施状況を取りまとめて、毎年度１回

公表するものとする。

ウ 相談窓口の整備

法第79条第１項の規定による障害者職業生活相談員の選任に加え 「三重、

県警察職員ピアサポート制度」を効果的に運用するなど、障害者である職員

が相談しやすく、かつ、その相談に応じ適切に相談に指導を行うことができ

る相談窓口の整備に努める。また、当該窓口を障害者である職員に確実に周

知する。

エ 外部の関係機関との連携

必要に応じて外部の関係機関（厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課、

三重労働局、公共職業安定所その他障害者である職員が利用している支援機

関等）と連携体制を構築し、関係者間で支援状況を共有する。

人材面(２)

ア 障害者職業生活相談員の選任

法第79条第１項の規定による障害者職業生活相談員は、厚生労働省が開催

する資格認定講習を修了した職員の中から、警務部警務課長が選任する。

イ 人材育成

啓発資料の配布や三重労働局を始めとした関係機関が開催する各種講座を

、 。活用する等して 組織全体の障害者に対する理解を深めるための取組を図る

２ 障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出

障害の種類、程度や特性は個々人で様々であり、かつ、それぞれに応じた適切

な合理的配慮を提供すれば高い能力を発揮して活躍することができるとの前提の

下、アンケート調査、所属における定期的な面談等を通じ、職務の選定や創出を

不断に実施する。

３ 障害者の活躍を促進するための環境整備・人事管理

職務環境(１)

障害者である職員の障害特性や希望を踏まえつつ、作業施設、福利厚生施設

等の整備に努める。また、障害者である職員が作業を行いやすいよう、作業手

順の簡素化や見直し等を行う。

募集・採用(２)

個々の障害特性に配慮した職務や配属先を検討するため、障害の種類や程度

など配慮事項を採用面接の際に確認するとともに、次の取扱いは実施しない。

ア 特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定すること。



イ 自力で通勤できることといった条件を設定すること。

ウ 介助者なしで業務を遂行できるといった条件を設定すること。

エ 就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられるといっ

た条件を設定すること。

オ 特定の就労支援機関からのみの受入れを実施すること。

働き方(３)

障害者である職員が、自らの希望や障害特性等に応じ、無理なく、かつ、安

定的に働くことができるよう、早出遅出勤務、在宅勤務等の各種制度について

、 、改めて周知するとともに 必要に応じてこれら制度の積極的な活用を促すなど

個々の職員の実情に応じた働き方を支援する。また、時間単位の年次休暇や病

気休暇等の各種休暇の積極的な利用を促進する。

職場定着等(４)

採用後においても、所属長による定期的な面談等を通じて、職場において支

障となっている事情の確認や、本人が希望する場合には「就労パスポート」を

活用するほか、職場において支障となっている事情を申し出ることが可能であ

ることを改めて通知するなどして、合理的配慮を提供する。

また、所属長等は、障害者である職員と日頃から定期的に対話を行い、障害

者である職員一人一人の特性、能力等を把握するほか、当該職員本人の意向も

踏まえつつ、可能な限り、本人に適した職場配置や業務の割振りに努める。

４ その他

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成

24年法律第50号）に基づき、障害者就労施設からの物品等の調達の推進を図る。



別表

三重県警察障害者活躍推進チーム

警務部警務課 警務課長

人事管理室長

人事管理室人事担当

教養担当

警務部会計課 会計課長

施設室施設企画担当

施設室施設管理担当

警務部厚生課 厚生課長

厚生企画担当

健康管理担当

警察学校 警察学校長

教務科長

障害のある職員（会計年度任用職員を含む）。

その他、警務課長が指定する者


